
2011年度問題演習⑨ 

 

財産権の制限と補償の要否に関する次の問 1 から問 3 までの各記述について、最高裁判

所の判例の趣旨に照らして、それぞれ正しい場合には○を、誤っている場合には×を付し

なさい。 

 

問1 憲法第 29条第 3項にいう「公共のために用ひる」とは、公共の福祉のための必要に

基づいて公共施設のための用地買収など公共事業を目的として行う場合に限られな

いが、特定の個人が受益者となる場合は、これに当たらない。 

 

問2 憲法第 29条第 3項にいう「正当な補償」とは、その当時の経済状態において成立す

ると考えられる取引価格に基づき、合理的に算出された相当な額をいうが、かかる補

償は、対象となる私有財産の収用ないし供与と同時に履行されなければならない。 

 

問3 憲法第 29条の規定に照らせば、法律で一旦定められた財産権の内容を事後の法律で

変更し、特段の補償を行わないものとしても、それが公共の福祉に適合するようにさ

れたものである限り、これをもって違憲ということはできない。 
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